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※ セミナーの目的 ※

□ 社会福祉法人の決算書の役割を理解すること

□ 社会福祉法人の決算書の特徴を理解すること

□ 決算書から財務状況を読み解くことができるようになること

□ 経営分析のポイントを理解すること



社会福祉法人の決算書の役割

※ 決算書は 誰のために 何のために 作成するのか？

◎ 一般的には…

１．株主･投資家 ： 利益がでたか、配当がもらえるか を知るため

役員を代えるべきか、投資すべきか を判断するため

２．経営者（役員） ： 経営上の問題点を知り、今後の経営に役立てるため

３．税務署 ： 法人税、消費税、所得税等の税務申告のため

４．金融機関 ： 融資をしてよいか、返済は可能か を判断するため

５．取引先 ： 取引をしても大丈夫か、倒産しないか を判断するため

◎ 社会福祉法人の場合は…

１．経営者（役員） ： 経営上の問題点を知り、今後の経営に役立てるため

２．税務署 ： 法人税、消費税、所得税等の税務申告のため

３．金融機関 ： 融資をしてよいか、返済は可能か を判断するため

４．取引先 ： 取引をしても大丈夫か、倒産しないか を判断するため

５．所轄庁 ： 補助金、措置費、受託金等が適正に使われているか

法人運営が適正に行われているか を判断するため

●厚生労働省 … 介護報酬、公定価格等の改定のための

基礎資料を得るため

６．利用者 ： 継続して良いサービスを受けられるか を判断するため

７．従業員 ： よい条件で働くことができるか を判断するため

８．地域住民ほか ： 地域社会に貢献しているか を判断するため



社会福祉法人の決算書の種類

※ 決算書か、財務諸表か、計算書類か？

◎ 計算書類

１．資金収支計算書 ： ・事業を実施した結果として支払資金がどのように変動したか

を示す資金の状況表

・支払資金が会計年度（１年間）を通じてどのように増加・減少

したのかを表す計算書

２．事業活動計算書 ： ・会計年度（１年間）を通じてどのように純資産が増加・減少

したのかを示す計算書

・事業を実施した結果としての経営成績（損益の状況）を表す

計算書

３．貸借対照表 ： ・会計年度末時点における財政状態を表したもの

財政状態とは、資産、負債及び純資産の状態のこと

４．計算書類の注記 ： 計算書類を理解する上で必要となる重要な情報

◎ 附属明細書 ： 計算書類の内容を補足する重要な事項

◎ 財産目録 ： 年度末における資産及び負債について、その名称、数量、

金額等を詳細に表したもの

○ 計算関係書類 ＝ 計算書類 ＋ 附属明細書



社会福祉法人の決算書の特徴

１．なぜ、資金収支計算書と事業活動計算書の両方があるのか？

（１）資金収支計算書が必要となる理由

・予算管理ができているかを確認するため

・資金が適正に使われているかどうかを確認するため

・資金残高の妥当性を確認するため

（２）事業活動計算書が必要となる理由

・経営成績、すなわち採算がとれているかどうかを確認するため

・株式会社など同業法人の決算書と比較するため（損益計算書との比較）

・経営分析をするため（前年度比較、収益性分析…）

２．なぜ、資金収支計算書は、収支の区分記載が必要となるのか？

・資金が適正に使われているかどうかを確認しやすくするため

３．なぜ、事業活動計算書は、増減の部の区分記載が必要となるのか？

・経営成績、すなわち採算がとれているかどうかを確認しやすくするため

４．なぜ、勘定科目が大区分・中区分・小区分と細かく決められているのか？

また、勘定科目の修正が制限されているのか？

・他の社会福祉法人の決算書と比較しやすくするため

・介護報酬、障害福祉サービス等報酬や認定こども園等公定価格の改定の

ための基礎資料となるため



５．なぜ、拠点区分ごとの資金収支計算書や拠点区分資金収支明細書・拠点区分事業

活動明細書を作成するのか？

・株式会社など他の同業法人の決算書と比較しやすくするため

・介護報酬、障害福祉サービス等報酬や認定こども園等公定価格の改定の

ための基礎資料となるため

・資金使途制限ルールが守られているかどうかを確認するため

６．なぜ、事業区分別内訳表や拠点区分別内訳表を作成するのか？

・資金使途制限ルールが守られているかどうかを確認するため

（事業区分間繰入金収入/支出、拠点区分間繰入金収入/支出など）

・法人運営の適正性を確認するため

（社会福祉事業と公益事業の割合など）

７．なぜ、内訳表において内部取引を相殺消去するのか？

・法人全体、各事業区分、各拠点区分の純粋な資金収支の状況、経営成績

及び財政状態を確認しやすくするため

８．国庫補助金等特別積立金の処理が必要となる理由は？

・各年度における経営成績を正しく表すため

９．なぜ、財産目録の記載方法が詳細に決められているのか？

・社会福祉充実残額を正しく計算するため



会計の区分と作成する計算書類

法人全体 事業区分 拠点区分 サービス区分

社会福祉
法人

乙福祉会

法人単位
資金収支計算書

法人単位
事業活動計算書

法人単位
貸借対照表

資金収支内訳表

事業活動内訳表

貸借対照表内訳表

社会福祉
事業

社会福祉事業区分
資金収支内訳表

社会福祉事業区分
事業活動内訳表

社会福祉事業区分
貸借対照表内訳表

A里
拠点区分

A里拠点区分
資金収支計算書

本部

短期

居宅

特養

A里拠点区分
事業活動明細書

A里拠点区分
事業活動計算書

A里拠点区分
貸借対照表

B園
拠点区分

B園拠点区分
資金収支計算書

（省略）
B園拠点区分

事業活動計算書

B園拠点区分
貸借対照表

Cの家
拠点区分

Cの家拠点区分
資金収支計算書

児童養護

短期支援

甲拠点区分
資金収支明細書

Cの家拠点区分
事業活動計算書

Cの家拠点区分
貸借対照表

D苑
拠点区分

D苑拠点区分
資金収支計算書

生活介護

自立訓練

就労B型

居宅介護

D苑拠点区分
事業活動明細書

D苑拠点区分
事業活動計算書

D苑拠点区分
貸借対照表

公益
事業

（省略）
Eホーム
拠点区分

Eホーム拠点区分
資金収支計算書

（省略）
Eホーム拠点区分
事業活動計算書

Eホーム拠点区分
貸借対照表



資金収支計算書の読み方

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差額(A-B)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

介護保険事業収入 1,950 2,000 -50

その他の収入 50 30 20 本来の事業に係る収支

事業活動収入計 2,000 2,030 -30 収支差額プラス

人件費支出 1,300 1,230 70 本業が安定している

事業費支出 500 520 -20 過大なプラスはダメ

事務費支出 300 270 30 収支差額マイナス

原因調査 一時的か(退職金、修繕費など)

事業活動支出計 2,100 2,020 80 一時的でないならば、改善が必要

事業活動資金収支差額 -100 10 -110 ➡

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

施設整備等補助金収入 150 150 0

設備資金借入金収入 150 150 0 設備投資に係る収支

施設整備等収入計 300 300 0 収支差額プラス

固定資産取得支出 310 300 10 まれ 理由確認

設備資金借入金元金支出 100 100 0 収支差額マイナス

設備更新か、拡大のための積極投資か

施設整備等支出計 410 400 10 資金繰り的に無理はないか

施設整備等資金収支差額 -110 -100 -10 ➡

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

積立資産取崩収入 250 150 100

借入金等財務に係る収支

その他の活動収入計 250 150 100 収支差額プラス

積立資産支出 0 0 0 原因調査 資金繰り困難ではないか

収支差額マイナス

その他の活動支出計 0 0 0 原因調査 資金繰りに余裕があるかも

その他の活動資金収支差額 250 150 100 ➡

予備費支出 40 - 40

当期資金収支差額合計 0 60 -60 ➡
全体の収支差額
各段階の収支差額を確認

前期末支払資金残高 600 600 0

当期末支払資金残高 600 660 -60 ➡
繰越金
支払資金＝現金預金＋未収金等－未払金等

※ 支払資金の範囲

※ 資金収支差額が意味するところ



勘定科目 ケースA ケースB ケースC ケースD ケースE

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

介護保険事業収入 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

事業活動収入計 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

人件費支出 600 580 500 800 800

事業費支出 200 170 100 200 200

事務費支出 100 50 100 200 200

事業活動支出計 900 800 700 1,200 1,200

事業活動資金収支差額 100 200 300 -200 -200

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

設備資金借入金収入 0 0 0 0 200

施設整備等収入計 0 0 0 0 200

固定資産取得支出 0 50 0 0 200

設備資金借入金元金支出 100 100 100 100 100

施設整備等支出計 100 150 100 100 300

施設整備等資金収支差額 -100 -150 -100 -100 -100

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

積立資産取崩収入 0 0 0 300 0

繰入金収入 0 0 0 0 300

その他の活動収入計 0 0 0 300 300

積立資産支出 0 50 200 0 0

その他の活動支出計 0 50 200 0 0

その他の活動資金収支差額 0 -50 -200 300 300

当期資金収支差額合計 0 0 0 0 0

総合評価

△ ◎ △ × ×

本業ﾌﾟﾗｽだが 本業ﾌﾟﾗｽ 本業ﾌﾟﾗｽだが 本業ﾏｲﾅｽ 本業ﾏｲﾅｽ

借金返済でｾﾞﾛ 設備更新あり ｺｽﾄﾀﾞｳﾝしすぎ? 人件費高い? 過大投資?

将来不安 将来積立あり 将来不安 積立資産頼み 他施設頼み

※ 資金収支差額のケース･スタディ



事業活動計算書の読み方

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

介護保険事業収益 2,000 2,100 -100 社会福祉事業(本業)部分の損益状況

その他の収益 30 40 -10 増減差額プラス(黒字)

サービス活動収益計 2,030 2,140 -110 本業の採算が取れている

人件費 1,230 1,150 80 増益か減益か 時系列比較

事業費 520 580 -60 増減差額マイナス(赤字)

事務費 270 270 0 原因調査 一時的か

減価償却費 485 500 -15
人件費比率など同業他社比較

国補積立金取崩額 -375 -375 0 ↓↓↓

サービス活動費用計 2,130 2,125 5 経営上の問題点を理解し、改革・改善

サービス活動増減差額 -100 15 -115 ➡

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

受取利息
その他サービス活動外収益

0
0

0
0

0
0

サービス活動外収益計 0 0 0 本業に付随する部分(財務)の損益状況

支払利息
その他サービス活動外費用

0
0

0
0

0
0

増減差額プラス

理由確認

サービス活動外費用計 0 0 0 増減差額マイナス

サービス活動外増減差額 0 0 0
理由確認 借入金がある場合

退職がある場合など

経常増減差額 -100 15 -115 ➡

特
別
増
減
の
部

施設整備等補助金収益 150 0 150

特別収益計 150 0 150 非経常的な取引の損益状況

国補積立金積立額 150 0 150 ➡ 増減差額のプラス/マイナスより取引の内容

特別費用計 150 0 150

特別増減差額 0 0 0

当期活動増減差額 -100 15 -115 ➡
全体の増減差額
各段階の増減差額を確認

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額 308 293 15

当期末繰越活動増減差額 208 308 -100

基本金取崩額 0 0 0

その他の積立金取崩額 150 0 150

その他の積立金積立額 0 0 0

次期繰越活動増減差額 358 308 50 ➡ 剰余金の累積 内部留保の一部

※ 増減差額が意味するところ



事業活動計算書 損益計算書

勘定科目 当年度決算(A) 勘定科目 金額

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

介護保険事業収益 2,000

その他の収益 30 売上高 2,030

サービス活動収益計 2,030

人件費 1,230 売上原価 520

事業費 520

事務費 270 売上総利益 1,510

減価償却費 485

国補積立金取崩額 -375 販売及び一般管理費 1,610

サービス活動費用計 2,130

サービス活動増減差額 -100 ↔ 営業利益 -100

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

受取利息 0 営業外収益

受取利息 0

サービス活動外収益計 0

支払利息 0 営業外費用

支払利息 0

サービス活動外費用計 0

サービス活動外増減差額 0

経常増減差額 -100 ↔ 経常利益 -100

特
別
増
減
の
部

施設整備等補助金収益 150 特別利益

特別収益計 150 国庫補助金等 150

国補積立金積立額 150 特別損失

特別費用計 150 固定資産圧縮損 150

特別増減差額 0

当期活動増減差額 -100 ↔ 当期純利益 -100

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額 308 繰越利益剰余金期首残高 308

当期末繰越活動増減差額 208

基本金取崩額 0

その他の積立金取崩額 150 任意積立金取崩額 150

その他の積立金積立額 0 任意積立金積立額 0

次期繰越活動増減差額 358 ↔ 繰越利益剰余金期末残高 358

※ 損益計算書との比較



事業活動計算書と資金収支計算書

※ 事業活動計算書と資金収支計算書の違いはどこか？

※ 当期活動増減差額と当期資金収支差額合計との関係は？

当年度決算 金額

介護保険事業収益 2,000 介護保険事業収入 2,000

その他の収益 30 受取利息収入 0

その他の収入 30

サービス活動収益計 2,030 経常収入計 2,030

人件費 1,230 人件費支出 1,230 当期活動増減差額 -100

事業費 520 事業費支出 520

事務費 270 事務費支出 270

減価償却費 485 支払利息支出 0 非資金取引

国補積立金取崩額 -375 経常支出計 2,020 　減価償却費 485

サービス活動費用計 2,130 事業活動資金収支差額 10 　国補取崩額 -375

サービス活動増減差額 -100 施設整備等補助金収入 150 　国補積立額 150

受取利息 0 設備資金借入金収入 150 小計 260

施設整備等収入計 300

サービス活動外収益計 0 固定資産取得支出 300 非増減取引

支払利息 0 設備資金借入金元金支出 100 　借入金収入 150

　資産支出 -300

サービス活動外費用計 0 施設整備等支出計 400 　積立取崩収入 150

サービス活動外増減差額 0 施設整備等資金収支差額 -100 　積立資産支出 0

-100 積立資産取崩収入 150 　借入金支出 -100

施設整備等補助金収益 150 小計 -100

特別収益計 150 その他の活動収入計 150

国補積立金積立額 150 積立資産支出 0 当期資金収支差額合計 60

特別費用計 150

特別増減差額 0 その他の活動支出計 0

-100 その他の活動資金収支差額 150

前期繰越活動増減差額 308 -

当期末繰越活動増減差額 208 60

基本金取崩額 0 600

その他の積立金取崩額 150 660

その他の積立金積立額 0

次期繰越活動増減差額 358

【 検　証 】

特
別
増
減
の
部

当期活動増減差額

勘定科目

資金収支計算書事業活動計算書

勘定科目

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

予備費支出

当期資金収支差額合計

前期末支払資金残高

当期末支払資金残高

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

経常増減差額



貸借対照表の読み方

何に使っているのか どこから調達したのか

運用状況を表す 調達状況を表す

⇊ ⇊

他人のお金
いつか返さないとい

けない
貸借対照表

資産の部 負債の部 ←

１年以内に現金預金
になるもの

→ 流動資産 1,060流動負債 500

現金預金 190 事業未払金 300 ↖

１年以内に支払わな
ければいけない

事業未収金 840 職員預り金 100

貯蔵品 30 1年以内返済予定設備資金借入金 100

現金預金になるのに
１年超かかるもの

または、

事業で使用している
もので現金預金化し

ないもの

→ 固定資産 14,898 固定負債 3,600

基本財産 10,993 設備資金借入金 2,300 ↖

１年を超えて支払う
もの

土地 5,000 リース債務 300

建物 5,993 退職給付引当金 1,000

その他の固定資産 3,905 負債の部合計 4,100

構築物 150 純資産の部 ←

自分のお金
返さなくてよい

総資産-負債

車輌運搬具 200 基本金 6,000

器具及び備品 180 国庫補助金等特別積立金 3,500

有形リース資産 300 その他の積立金 2,000

ソフトウェア 25 修繕積立金 2,000

退職給付引当資産 1,200次期繰越活動増減差額 358

修繕積立資産 2,000 純資産の部合計 11,858 ← 自己資本

総資産 → 資産の部合計 15,958 負債及び純資産の部合計 15,958

※ どのような構造になっているか？

資産の部 ＝ 負債の部 ＋ 純資産の部



貸借対照表

資金繰りは
大丈夫か

資産の部 当年度末 前年度末 増減 負債の部 当年度末 前年度末 増減
流動比率

212%

↘ 流動資産 1,060 1,010 50流動負債 500 510 -10 ←

現金預金 190 190 0 事業未払金 300 300 0

回収不能な
ものはないか

→ 事業未収金 840 800 40 職員預り金 100 110 -10

貯蔵品 30 20 10
1年以内返済予定設備
資金借入金

100 100 0
隠れた債務
はないか

固定資産 14,898 15,318 -420固定負債 3,600 3,635 -35 ←

基本財産 10,993 11,383 -390 設備資金借入金 2,300 2,400 -100

建替えは
いつ頃必要か

土地 5,000 5,000 0 リース債務 300 335 -35

→ 建物 5,993 6,383 -390 退職給付引当金 1,000 900 100

その他の固定資産 3,905 3,935 -30 負債の部合計 4,100 4,145 -45

更新はいつ頃
必要か

→ 構築物 150 180 -30 純資産の部 当年度末 前年度末 増減

↙

創設時等の
寄附

→ 車輌運搬具 200 50 150基本金 6,000 6,000 0

資産取得時の
補助金残額

→ 器具及び備品 180 200 -20国庫補助金等特別積立金 3,500 3,725 -225 ←

→ 有形リース資産 300 335 -35その他の積立金 2,000 2,150 -150

ソフトウェア 25 100 -75 修繕積立金 2,000 2,150 -150 ←
内部留保の
水準はどうか

必要額が準備
されているか

→ 退職給付引当資産 1,200 1,100 100次期繰越活動増減差額 358 308 50 ←

修繕積立資産 2,000 2,150 -150 純資産の部合計 11,858 12,183 -325

資産の部合計 15,958 16,328 -370負債及び純資産の部合計 15,958 16,328 -370

↖

純資産比率
74%

資金残高 前年度末 600 当年度末 660

※ 全体をどう見るか

※ 上と下に分けて見る

※ 純資産の意味するところ



【資金収支計算書】 【事業活動計算書】

取崩計算しない場合 取崩計算する場合

年度 1 2 3 合計 年度 1 2 3 合計 1 2 3 合計

収入 1,000 1,000 1,000 3,000 収益 1,000 1,000 1,000 3,000 1,000 1,000 1,000 3,000 

補助金収入 750 0 0 750 補助金収益 750 0 0 750 750 0 0 750 

収入合計 1,750 1,000 1,000 3,750 収益合計 1,750 1,000 1,000 3,750 1,750 1,000 1,000 3,750 

支出 800 800 800 2,400 費用 800 800 800 2,400 800 800 800 2,400 

資産支出 900 0 0 900 減価償却費 300 300 300 900 300 300 300 900 

△取崩額 -250 -250 -250 -750 

補助金積立額 750 0 0 750 

支出合計 1,700 800 800 3,300 費用合計 1,100 1,100 1,100 3,300 1,600 850 850 3,300 

収支差額 50 200 200 450 増減差額 650 -100 -100 450 150 150 150 450 

※ 国庫補助金等特別積立金の意味するところ



社会福祉法人の経営分析

※ 経営分析のポイント … 何を比較するのか

１．数値（絶対値）

サービス活動収益、サービス活動増減差額、利用者１人１日あたりサービス活動収益、

従事者１人あたり人件費、常勤職員の勤続年数、要介護度 など

２．比率

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率、人件費比率、経費率、

流動比率、借入金比率、利用率、３歳未満児比率 など

※ 経営分析のポイント … 何と比較するのか

１．期間比較

過年度の数値と比較 … 趨勢分析（傾向分析）

（1～5年程度） 経営状態変化の動向を把握する

２．法人間比較

・他の社会福祉法人と比較 … 同種事業実施法人

同じ地域の法人

・同種事業を営む他法人と比較

３．施設間・事業間比較

・同法人の他施設・他事業と比較 … 拠点区分間、サービス区分間比較

・他法人と比較

（日本公認会計士協会「社会福祉法人の経営指標」参照）



※ 比較対象となる同業他法人・他施設データ

１．厚生労働省

介護事業経営実態調査

２．厚生労働省

障害福祉サービス等経営実態調査

３．内閣府

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査

４．独立行政法人福祉医療機構

社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム

「社会福祉法人の現況報告書等の集約結果」

５．独立行政法人福祉医療機構

経営サポートセンター

「ＳＣ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｒｅｐｏｒｔ」

６．公益社団法人全国老人福祉施設協議会

介護老人福祉施設等収支状況等調査














